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摂食障害における養護学校支援センター機能を介した
教育－医療連携の構築研究

松崎 淳人

独立行政法人国立病院機構 神奈川病院

要 旨： 摂食障害の学校－医療連携の研究は現在地元学校養護教員等と医療機関の連携がわずかに模索されて

いる段階であり，未だ摂食障害の地域教育医療ネットワーク構築は確立されていない。同症は就学年

齢より青年期以降に初発し，特異的かつ有効な治療に乏しく，地域教育医療ネットワーク構築による

支援が必要である。そこで近年推進されつつある病弱型養護学校の地域支援センター機能を介した摂

食障害の地域教育医療ネットワーク構築を実証研究した。事例を通し，病弱型養護学校の地域支援セ

ンター機能を介した摂食障害の地域教育医療ネットワーク構築が実証され，地元学校養護教員等と医

療機関の連携のみでは支援できない部分の支援システムの可能性が示唆された。

索引用語： 摂食障害；学校－医療連携；病弱型養護学校；地域支援センター；治療ネットワーク
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Abstract: Research of school-medical cooperation of an eating disorder is at the stage where cooperation of
nursing teacher of a local school and a medical institution is carried out only for a few, and local
educational medical network construction of an eating disorder is not yet established.  The from of
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Ⅰ． はじめに

摂食障害（以下； ED）患者は専門医療のみならず

プライマリケア周辺領域にも多く存在している 1）。

EDは，好発年齢が義務教育年齢から思春期・青年期

以降 2）でありプライマリケア周辺領域では，実地医

療 3,4）のみならず，患者の社会生活の場である教育と

の連携が急務となっている 5）。ED治療は長期に時間

がかかり，年余にわたる難治な疾患である。しかしな

がら，プライマリケア周辺領域と教育機関との治療連

携ネットワーク 6,7）は未だ確立されていない。病院臨

床・実地臨床と教育関連領域との治療連携ネットワー

 



167

クの構築を確立するための研究を模索する必要があ

る。

本邦の EDの学校医療連携では，在籍校の養護教諭

との連携 8~10）が研究されている一方で，養護学校と

の連携研究は会議録 11）等以外では認めない。支援機

能センター機能を介した EDの連携研究はない。近

年，養護学校の地域支援センター化 12）がうたわれ，

メンタルヘルス関連では発達障害や不登校等を中心に

養護学校－一般校の連携教育が活発になされつつあ

り，支援の乏しい思春期青年期の ED臨床において

も，活用すべき連携要素になりうる。現在特殊教育の

中で，病気を持ちながら教育を受ける病弱型養護学校

は全国で 89校と少なく，一部は小児科等の疾患のた

め長期にわたる入院加療が必要な入院患児に限定さ

れ，通学教育がない施設も見られる。しかしながら，

昨今の特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者

会議において，「地域の特別支援教育のセンター的機

能を有する学校である，盲・聾・養護学校は，従来特

定の児童生徒に対してのみ教育や指導を行う特別の機

関として制度上位置付けられているが，今後，小・中

学校等において専門性に根ざしたより質の高い教育が

行われるようにするためにこれまで蓄積した教育上の

経験やノウハウを活かして地域の小・中学校等におけ

る教育について支援を行うなどにより，地域における

障害のある子どもの教育の中核的機関として機能する

ことが必要である」と指摘されている。入院の必要で

ない軽度発達障害や不登校においても，地元の適応指

導教室などの市町村教育関連相談支援施設の役割を補

完する形で，活動が開始されつつある13）。

ED患児は，疾病の特性上，学校に行けそうでなく

ても行ってしまうなどの強迫性を有したり，隠れて摂

食異常行動を行うなど，学校生活を含む日常生活に著

しい支障をきたしており，上記，軽度発達障害や不登

校と同様に罹病中の生活指導，生活支援と共に教育的

支援の必要性が高い。また，軽度発達障害や不登校と

の関連性や同時併存症も EDにおいては指摘されて

いる 14~16）。複数の障害が重なった児童への援助の重

要性の視点からも密接な支援連携が望まれる。

Ⅱ． 目 的

ED治療ガイドラインの臨床実証および治療ネット

ワークの確立のために，児童思春期の EDにおいて，

学校－医療連携を病弱型養護学校の特別支援教育

等 12）の視点から連携ネットワークの構築実証検討す

ることを目的とした。

Ⅲ． 対象および方法（実践計画）

ED臨床と教育関連領域との治療連携ネットワーク

の構築の確立を，A県 B地区をモデルとして構築を

目指した。教育関連領域との治療連携ネットワークの

教育に関する連携として，県内病弱型 C養護学校を

学校側施設連携として設定し，医療側施設連携を D

病院に設定した。また，摂食障害での連携について連

携教育施設に質問紙法で調査し，連携実践における施

設特性について補完した。

連携対象養護学校調査；対象 C校の教諭（校長，

教頭を除く）および養護教諭に調査した。調査対象教

諭（n=31）は，年齢カテゴリ中央値〔45～ 49〕歳，教

員経験カテゴリ〔20年以上〕の教員経験豊富な属性を

持つ。ED事例経験は最大3名。主治医との情報交換

（26/31），親の協力（16/31），スーパーバイズ要（20/31）

を連携に必要と指摘していた。

連携実践としては，C校と D病院との施設連携と

しては学校病院連絡会を毎年開催し，実務者会議とし

て毎月学校病棟連絡会を設定，各事例については C

校ないし，D病院外来等にて適宜ケース会を行った。

さらに C校での「心の相談」事業に年 2回 D病院と

して協力し，教育の現場には，学校医として随時参加

した。

調査研究 x年 y月の C校の在籍状況は小・中学部

のうち某学部の在籍状況で示すと慢性疾患8／適応障

害・不登校 9／軽度の知的障害 1／広汎性発達障害

1／心身症 3／精神疾患 2（重複を含む）であり，入

院 5，通学 14である。x年度の C校の地域支援セン

ターとしての教育相談の集計（巡回相談を含まない）

は学習51ケース（388件），行動50ケース（276件），

不登校 54ケース（449件），発達（言語・運動等）2

ケース（4件），家庭生活（地域生活を含む）0ケース

（0件），進路選択上の悩み 5ケース（15件），その他

0ケース（0件）であった。

研究にあたっては症例の病歴や心身医学的病態など

個人情報を排除し，構成上必要な連携実態のみとした。

実態ケース研究にあたっては症例の病歴や心身医学的

病態など個人情報を排除し取り扱い，施設内倫理委員
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会に申請し，個人情報等の倫理事項審議に該当しない

ことを確認した。以上の倫理的配慮のうえで，モデル

構築研究計画を行った。

Ⅳ． 結 果（事例）

教育関連領域との治療連携ネットワークの構築の実践

同モデル地区同連携施設にて，ED患者について学

校－医療連携対応が実践された。在院／在籍形態によ

るモデル事例の分類を行い以下に示す。

事例1 ＜入院かつ転籍＞養護学校在籍型（小児科

慢性疾患病棟の応用）

小学部X1年 ED

EDの治療目的で長期入院した。当初通学困難のた

め院内学級を開始した。関係性を徐々にあげ入院環境

習熟と共に，入院継続のうえ隣接病弱型養護学校に転

籍し通学とした。退院を控え院内の退院指導としての

試験外泊（いわゆる医行為）等，および教育としての

前籍校復帰プログラム（教育として居住地交流や学校

間交流）に基づきケース会等で連携し，同時並行し

行った。退院後は外来治療および前籍校に復帰した。

事例2 ＜入院かつ非転籍＞養護学校非在籍での

援助モデル入院に伴う教育的援助

高校X2年 ED 入院および教育相談事例

IVH治療開始後からの行動療法的アプローチおよ

び勉強強迫への対応として，転籍せずに部分的な教育

相談を院内および養護学校内にて病状に合わせ適宜行

い，退院と共に在籍校との医療連携へ移行した。

事例3 ＜外来かつ非転籍＞養護学校非在籍での

援助モデル，外来通院に伴う教育的援助

小学部から中学部X3～X4年　ED＋不登校

地元教育相談施設（適応指導教室）での教育相談は

途絶していた。医療機関での身体的医療と共に医療機

関隣接の特長を生かして養護学校非在籍の形で教育連

携をはかった。

事例4 ＜連携予備群＞ー連携未達例ー：

短期入院後外来対応

中学部X5年生　ED＋引きこもり

るいそうにて入院も，継続困難にて外来へ。教育的

援助は地元教育関係施設も，連携養護学校も介入拒絶。

かろうじて病院通院のみ断続的に可能。家族を介して

対応した。

事例5 ＜連携紹介＞

X6歳　地元専門医療機関治療途絶。教育機関の介

入は終了。C養護学校より紹介。D病院に断続的では

あるが通院持続している。

Ⅴ． 考　　案

EDは難治であり，治療困難・治療継続困難を伴

い，専門医療機関においても医療中断が稀ではない。

各種薬物療法および各種心理療法等の非薬物療法がな

されているが効果に限界があり，家族を含め社会的な

支援も重要とされている17）。しかしながら，ED特有

の社会的資源は乏しく，一部に自助グループ 18）等が

ある程度である。就学年齢では無理にでも学校に行く

もしくは校内外で問題を起こすなど，学校でも対応に

困難が見られる。そこで，あるべき EDの社会的支援

の一つとして，特別支援として障害児等に推進されて

いる学校での「個別の支援計画」12）に着目し，ED児

者を病弱型養護学校での支援計画と連携した医療を医

療－学校連携モデルとして検討することとした。

1． EDの養護学校を介した教育－医療連携モデル

実証

事例1は旧来に見られる喘息児・肥満児に対する慢

性小児病棟の教育－医療連携を適応拡大し EDに適応

したものであり，地域支援センター機能以前から非公

式に見られていたものである。地元校との交流の移行

をより円滑になるよう配慮したものといえ，旧来型に

近い。事例2は在籍がない入院患者に対する積極的な

教育的支援であり，強迫症状への非薬物療法が教育的

要素を持っていることを考え合わせると，教育者から

の連携は医療機関として充分に有難いものである。病

弱型という教育機関の特性を充分に発揮できる支援と

いえる。事例3は一般の教育－医療連携が崩れていた

ケースである。EDの身体的危機の状態において，在

籍校・地元教育関連施設がはたす連携の部分を医療に

親和性のある，病弱型養護学校が補完し，教育－医療

連携が行われた。事例4のように連携は病弱型養護学

校を連携先として設定すればすべてうまくいくもので
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もない。事例5は専門医療からこぼれ落ちた EDの医

療をサルベージし，再度医療の土壌にのせた。単に入

院している間，お預かりとして教育に携わるのではな

く，入院外来の医療の形態にかかわらず，また在籍の

有無にかかわらず，地域に根ざし多様なあり方の支援

教育を医療と連携し行うことをモデル実証できた。

2． 連携医療の重要性

ED事例においても，発達障害児・不登校例等と同

様に，教育的配慮・教育支援を病院受療中に行うこと

が入院／外来もしくは在籍／非在籍の多様な連携の中

でできることをモデル提示した。連携を通して，医療

側では共有可能な個人情報の範囲で心身医学的病態理

解を深めることができ連携しない時 19）に比べて，よ

り深い医療を実践できた。また連携を通し教育機関側

も共有可能な個人情報の範囲で医療の状態に合わせた

より適切な教育支援ができたものと思われる。連携が

途上な事例を介して，お互いの困難さをより実感でき，

支援の困難さを共有することもあった。

連携先教育機関は研究計画で示す通り，必ずしも旧

来より EDを受け入れ支援してきた機関ではなかっ

た。EDの有病率が実証研究前後で変化したのではな

く，医療機関自らが連携の意志を示し，それに呼応す

る形で積極的な学校－医療連携ができ，その結果，地

域に埋もれていた ED支援困難例を，支援しなおすこ

とができたことは明らかである。医療機関が行う学

校－医療連携支援に保険給付が付かない現状など，医

療制度の問題点は，本実証研究では学校医制度と独立

行政法人化 20）に伴う附加職務制度新設を組み合わせ

て乗り越え実証実現できた。教育側との連携は，かよ

うな重要性を持つことが示唆されたものと思われる。

支援センターとしての機能はあくまでも教育であり医

療ではないので，対象に記述したように，集計として

摂食障害の相談として現れるわけではないが，EDに

おいても「障害のある子どもや支援が必要な子ども」

として想定されている対象児と同様に教育における

「個別の支援計画」が有用であり，さまざまな社会的

な支援の中の一つとして可能な範囲で配慮することが

望ましいことが判明した。

3． 実践事例より導かれる連携モデル仮説

本稿での教育－医療の連携は，教育施設と医療施設

との単純な1対1の連携ではない。摂食障害地域連携

の全体像 7）を図 1に，教育－医療連携において旧来

の連携との比較を図2に示す。旧来の連携は，①に示

すような連携方式であった。そこには，いわゆる教育

相談施設や福祉・行政など（SU）の支援施設が連携

を媒介促進していた。連携としての地元校（前籍校）

養護教諭の役割もまた，①の SU機能に準じているも

のと思われる。一方，養護学校の支援センター機能

（SP'）を利用した連携モデルを②③④に示す。②では

養護学校自体がその本来の機能でもある教育の給付も
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図1 摂食障害児者の地域連携ネットワーク
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直接行い，前籍校復帰後は支援機能に機能変換する。

在籍前後の支援に連続性が生まれ，より円滑な支援の

可能性が高まるといえる。院内学級等教育施設が付随

した病院施設では，旧来からも制度として行われてい

るわけではないが，教育者としてのいわば柔軟な活動

の中で営まれてきたものともいえる。転籍による直接

的な支援のみならず，③など転籍を伴わない形や④外

来通院での教育の支援においても，病院来院時の補完

的な教育支援機能（リエゾン）と支援センターとして

の支援機能（コンサルテーション）の継続性が示唆さ

れるものといえよう。支援センター機能は②を制度保

証し，③④型のより円滑な連携を付与したものと位置

づけられる。児の成長を登山に例えるならば，家庭・

医療の2点支持よりも教育・医療・家庭機能の3点支

持での登山の方がより安定的であるのは言うまでもな

い。各々の支持点がより柔軟かつ円滑に継続性を持ち

支持機能を果たすことが重要であろう。

Ⅵ． おわりに

本論文においては，EDの地域との関わりの中で，

病弱型養護学校の地域支援の役割を念頭においたモデ

ル連携実践研究を論考した。考案にも一部言及したよ

うに，本邦の EDの支援は地域においても偏りが伺わ

れ，モデル連携があまねく各地域でも医療教育実践研

究において可能であるかは，検証が必要と思われる。

今後として，モデル研究の継続においては地域教育医

療連携モデルの発展的修正として，地域教育連携とし

ての一般学校側教員，養護教諭，学校心理士との連携，

各種一般学校外教育支援関連施設等とのモデル連携

を，全国の病弱型養護学校での EDでの医療－教育連

携の可能性について調査し，その他の支援である各種

保健／福祉／行政／非行政的支援との有機的連携確立

が重要であると思われる。

Ⅶ． まとめ

EDでの教育－医療連携について在籍・前籍校との

みならず，養護学校の支援センター機能を利用しモデ

ル構築を実践した。旧来の長期入院転籍連携のみなら

ず，入院外来や在籍非在籍の区別を問わず，多様な連

携モデル構築が EDにおいて可能であることが判明し

た。

本論文の要旨は第10回日本心療内科学会学術大会（東京
2006）で発表した。本研究は厚生省精神・疾患研究委託
費 17公－ 1摂食障害治療ガイドラインの臨床的実証およ
び治療ネットワークの確立によって行われた成果の一部で
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図2 養護学校の支援機能を生かした教育－医療連携モデル仮説
LS; Local Schoolは地元校（前籍校）を，HP, Cliは病院，診療所を指す。（···）は院内学級等がない病院での学習空白を表す。SU;
Supportは単一の施設ではなく各種医療／教育／福祉・行政・地域の支援施設，支援機能者を意味する。SP; Specialは特殊教育を
行う養護学校を指し，SP’は養護学校の支援センター機能を，（SP）は短期入院等，同校に籍がない児に対する短期的教育支援を
指す。
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ある。本モデル構築実践研究では連携教育機関教職員の熱

心かつ根気強い教育支援が行われた。ここに深く感謝申し

上げます。
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